
　１．はじめに

　道路ネットワーク整備による効果の分析は多く存
在するが、基本的には、社会的効率性の視点からの

分析と地域間公平性の視点からの分析の二つに大別
できる。公共経済学的には、社会的効率性と地域間
公平性の議論を切り離し、仮説的補償原理を前提と
すれば、社会的効率性のみを重視したプロジェクト
を実施することが効率的であるということになるが、
社会規範上、このようなプロジェクトのみが許容さ
れることは考えられない。
　そのため、社会資本整備の評価を行う際は、社会
的効率性のみならず、地域間公平性の視点からの評
価を行うことが求められる。この地域間公平性の評
価を行う際に重要となる視点が、道路ネットワーク
整備効果の空間的帰着状況の把握にある。つまり、
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効果がどの地域にどの程度帰着しているのかを定量
化する視点である。近年では、土木計画分野におけ
る経済モデル技術の発展とともに、空間的応用一般
均衡（Spatial Computable General Equilibrium；SCGE）
モデルを活用した効果の空間的帰着状況の把握が実
務において蓄積されつつある。しかし従来の道路ネ
ットワーク評価を目的とした実務的SCGEモデル
（例えば小池、佐藤、川本１））は、主に国内の陸上地
域間の交易に対する影響分析に主眼があり、将来的
な貿易取引変化が道路ネットワークを介して地域経
済に及ぼす影響の分析視点については明示的に考慮
されていなかった。
　一方で、近年の東アジア地域を中心とした経済的
発展は、わが国の産業構造にも大きな影響を及ぼす
ものと考えられる。H17年産業連関表（速報）のデ
ータによると、わが国の製造業の生産額に対する輸
出・輸入額はそれぞれ約２割程度存在することがわ
かっており、近年の生産工場の海外移転の増加など
を考えると、わが国の生産体制における貿易取引の
重要性は今後一層高まることが予想される。
　このような背景のもとで、土井２）は、貿易拠点と
しての港湾について拠点毎の取扱量に着目した拠点
間競争の分析だけでなく、その背後圏の地域経済と
の産業的連関性を考慮した一体的な政策分析の必要
性を指摘するとともに、港湾取扱貨物の二次輸送で
ある陸上物流の所要時間が荷主の港湾選択行動に重
要な影響を及ぼしている点についても指摘している。
　そこで本稿では、東アジア地域の経済発展とわが
国の貿易状況を概観した後、中国地方における港湾
取扱貨物の陸上物流の特性に着目した分析を行い、
SCGEモデル「RAEM-Light（ラーム・ライト）」を
用いることで、道路ネットワーク整備効果に対して
港湾取扱貨物の陸上物流がどのような影響を及ぼす
かを把握するとともに、港湾の取扱貨物量が変化し
た場合に背後圏はどのような影響を受けるのかにつ
いてもシナリオ分析を行う。

　２．東アジア地域の経済成長と中国地方の
　　　港湾取扱貨物の状況

　Fig.1を見ると、中国の国内総生産の実質成長率
は2006年時点で10％を超えており、わが国を大きく
上回っている状況にある。このような傾向は、ベト
ナム、香港、シンガポールなどの東アジア地域でも
同様であり、いずれもわが国を上回る成長率となっ
ている。

　一方、わが国の金額ベースの輸出入相手先内訳
（Fig.2）を見ると、1986年時点ではアメリカに依存し
ていた貿易体系が、2006年時点ではASEAN諸国お
よびアジアNIEs諸国に依存した貿易体系にシフト
しており、その依存度はアメリカとの取引を超える
程度にまで拡大している。Fig.1のような東アジア
地域の経済発展が今後も継続することを想定すると、
わが国の貿易取引における東アジア地域の存在は、
ますます重要になるものと思われる。
　次に、中国地方の港湾の輸出入相手先の内訳
（Fig.3、4）を見ると、全国の傾向と同様に、アジア
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出典）国民経済計算（総務省統計局）より。
Fig. 1　国別の国内総生産実質成長率（対前年比）の推移

注）アジアＮＩＥｓ：韓国、台湾、香港、シンガポール。
出典）貿易統計（財務省）「金額ベースの内訳」より。
Fig. 2　日本の輸出入相手先内訳（１９８６年、２００６年）
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方面との取引が多いことがわかる。取扱規模で見る
と山陽側の港湾が圧倒的に多いものの、取引先割合
で見ると、輸出入ともに、山陽側の港湾に比べて山
陰側の港湾の方がアジア方面との取引の占める割合
が高くなっている。特に輸出に関しては、山陰地方
の港湾は、アジア地域全体との取引が約７割となっ
ており、その依存度の高さがうかがえる。

　３．中国地方における港湾取扱貨物と背後圏の
　　　関係

　上述した中国地方における港湾取
扱貨物は、陸上交通を介して背後圏
の地域経済と結びつくことになる。
この背後圏との取引状況を把握する
ためのデータには、全国輸出入コン
テナ貨物流動調査（最新データは平
成15年調査）および港湾統計の陸上
出入貨物調査（最新データは平成17・
18年調査）の二つの調査がある。前
者は純流動を把握できるものの輸出
入のみの取扱となり、後者は輸出入
に加えて移出入の取引を考慮できる
ものの施設間流動しか把握できない。
本稿では港湾取扱貨物の二次輸送に
着目した分析を行うことから、港湾
の全ての取扱貨物の陸上流動が考慮
されている港湾統計の陸上出入貨物

調査を用いた分析を行う。
　そこで、まずFig.5、6で示すように各港湾の背後
圏との搬出入量状況を整理した。なお、対象とする
港湾は重要港湾以上の港湾であり、陸上地域のゾー
ニングは、中国・四国地方は二次生活圏、それ以外
の地域は二次生活圏を更に集約し集計を行った。ま
た港湾施設の立地県外のゾーンについては調査結果
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Fig. 3　中国地方の港湾の輸出相手先内訳（２００７年）
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出典）貿易統計（神戸税関・門司税関）「金額ベースの内訳」より。
Fig. 4　中国地方の港湾の輸出相手先内訳（２００７年）
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資料）Ｈ１７／１８港湾統計（陸上出入貨物調査結果）より作成。
Fig. 5　港湾取扱貨物の陸上物流量（搬出入計）
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のデータが県レベルに集約されていたことから、本
稿では簡易的に生産額で按分することでODデータ
を作成した。
　Fig.5には全品目の陸上物流のトリップ図を示し
ているが、高速道路ネットワークが充実している山
陽側において、スーパー中枢港湾である大阪・神戸
港を起終点とした東西の取引が活発であることがわ
かる。またFig.6からは、大阪・神戸港および山陰側
の主要港湾である境港・浜田港などで、港湾取扱貨
物の陸上物流の自地区内での取引割合が低く、広域
的に陸上物流がなされていることがわかる。一方で
山陽側の港湾は、広島港、尾道糸崎港で同様の傾向
が見られるものの、その他の多くの港湾で自地区内
との取引が大半になっている。これは、港湾に隣接
する基礎素材型産業を中心とした工業地帯との取引
によるものと考えられ、山陽側港湾の特徴的な点で
あると言える。
　なお、陸上出入貨物調査結果は施設間物
流として調査されていることから、港湾区
域外の倉庫に搬出入される財については、
データ上、港湾と倉庫間のトリップしか計
測されていない。そのため、倉庫からさら
に背後圏へ搬出入される財を考慮出来てい
ないことから、純物流ベースで見ると、背
後圏へのトリップの長い物流がより一層増
加するものと思われる。
　次に、各地区の主な取引先港湾を整理し
たものをTable 1に示す。山陰側について
は、浜田地区は浜田港、鳥取地区は大阪港
が主要取引先となっているものの、その他
の山陰側の全ての地区は境港に依存した取
引を行っていることがわかる。一方で山陽
側は、岡山県内の中山間地域の地区が神戸
港に依存しているが、広島・山口の両県の
多くの地区は自地区内等の周辺に立地する
港湾と主な取引を行っていることがわかる。
このことからも、相対的に山陰側の地区お
よび岡山県内の中山間地域の地区が遠方港
湾との取引を強いられていることがわかる。
　次に、港湾取扱貨物の陸上物流に要する
所要時間（陸上地区と港湾間）を地区別に
港湾取扱貨物量で加重平均したものを、
Fig.7に示す。黒色は山陰側の地区、灰色
はそれ以外の中国地方内の地区を示す。全
体的に広域的な長トリップの陸上物流を強

いられる山陰側の地区は非常に多くの所要時間がか
かっており、所要時間が最大の益田地区は、所要時
間最小の呉地区に比べて約25倍の時間を要している
ことがわかる。
　このような陸送の所要時間の格差は、平等な競争
機会のもとで生じているのであれば問題視する必要
はないが、インフラ環境の相違等により平等な競争
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Table 1　地区別の主要取引先港湾（搬出入計）

地区別の主要取引先港湾地区内に立地する
依存度2位依存度1位港湾施設

依存度（％）施設名依存度（％）施設名（重要港湾）地区名県名
　4神戸港89境港境港米子鳥取県
20神戸港48境港倉吉
26神戸港27大阪港鳥取港鳥取
33浜田港54境港益田島根県
　9神戸港79境港出雲
　9神戸港80境港松江
29浜田港57境港大田
25境港59浜田港浜田港・三隅港浜田
27水島港43神戸港阿新岡山県
13水島港49神戸港井笠
22水島港48神戸港英田
　8宇野港90水島港水島港・岡山港・宇野港岡山
10大阪港58神戸港高梁
26神戸港51宇野港真庭
11大阪港56神戸港津山
　1広島港98呉港呉港呉広島県
　8神戸港76広島港広島港広島
12福山港64尾道糸崎港尾道糸崎港三原
18神戸港39尾道糸崎港三次
21神戸港30尾道糸崎港庄原
17呉港52福山港竹原
28呉港37広島港東広島
　1尾道糸崎港98福山港福山港福山
　4北九州港92下関港下関港下関山口県
17小野田港80宇部港宇部港宇部
　1北九州港98岩国港岩国港岩国
12三田尻港66宇部港山口
24北九州港52下関港長門
　1北九州港99徳山下松港徳山・下松港徳山
11博多港42北九州港萩
　2徳山下松港94三田尻港三田尻港防府
27徳山下松港36北九州港柳井

注）依存度は（対象港湾との取引量）÷（全港湾との取引量）×100％。
資料）H17/18港湾統計（陸上出入貨物調査結果）より作成。

資料）Ｈ１７／１８港湾統計（陸上出入貨物調査結果）より作成。
Fig. 6　主な港湾の全取引に対する港湾立地地区内との
　　　  取引割合（搬出入計）
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機会が与えられていない状況下で生じている場合は、
地域間公平性の視点から大きな問題となる。中国地
方においては、陰陽間で背後圏の道路ネットワーク
の整備水準に大きな格差があることを考えると、山
陰側の地区にとっては海外企業との港湾を介したビ
ジネス取引に対して大きな障壁があるものと考えら
れる。
　そこで、本稿では、上述の状況を踏まえ、道路ネ
ットワーク整備による「陸上地域間物流の時間短縮
効果」に加えて「港湾と陸上地域間の時間短縮効果」
を考慮した空間経済モデルを用いることで、以下の
シナリオ分析を行う。
⑴現在計画されている中国地方の将来道路ネットワ
ーク整備を分析する際に、港湾取扱貨物を考慮し
たケースと考慮しないケースを比較することで、
整備効果の分布状況にどのような変化が生じるの
かについて分析を行う。
⑵さらに、道路ネットワーク整備にあわせて、港湾
の取扱貨物量が増加した際、その影響は背後圏へ
どのように波及するのかについて分析を行う。
　
　４．SCGEモデル「RAEM-Light」を用いた

　　　シナリオ分析

　４−１　RAEM-Lightの概略
　空間的応用一般均衡（Spatial Computable General 
Equilibrium；SCGE）モデルとは、ミクロ経済学に
おける一般均衡理論をベースに経済統計データを用
いることで、プロジェクト実施の効果を実証的に分
析することが可能なモデルである。最大の特徴は、
地域別の経済効果の分布状況として帰着便益を計測
可能な点にある。
　そこで本稿では、SCGEモデルの中でも小地域の
ゾーニングに対応可能なモデルであるRAEM-Light
を用いたシナリオ分析を行う。なお通常のRAEM- 
Light（以下RAEM-Light） ３）は、陸上地域間の物流に
対する道路ネットワーク整備の効果を計測する構造
になっているが、本稿ではこの通常のモデルに対し
て、港湾と背後圏の陸上地域との港湾取扱物流に対
する効果を計測可能なRAEM-Light（以下RAEM- 
Light sf ）４）を併せて活用する。以下に、RAEM- 
Lightに対してRAEM-Light sf において変更した箇
所を示しながら、モデルの構造を示す。
　4−2　モデル構造
　Fig.8で示す社会構造を設定し、社会経済に対し
て以下の仮定を設ける。なお⑦および⑧がRAEM-
Light sfで新規に追加した仮定である。
①多地域多産業で構成された経済を想定する。
②財生産企業は家計から提供される生産要素（資本・
労働）を投入して、生産財を生産する。中間投入
財は考慮していない。

③家計は企業に生産要素（資本・労働）を提供して
所得を受け取る。そしてその所得をもとに財消費
を行う。

④家計へ供給する財の交通抵抗をIceberg型で考慮
する。

⑤労働市場は地域で閉じているものの、資本市場は
全地域に開放されているものとする。
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資料）Ｈ１７／１８港湾統計（陸上出入貨物調査結果）およびＨ１７道路交
通センサスより作成。

Fig. 7　中国地方の各地区の港湾取引時間（加重平均値；搬出入計）
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Fig. 8　モデルの概略



⑥移輸出・移輸入財の量は政策前後で一定とする。
⑦移輸出・移輸入に関わる国内陸上移動費用は
Iceberg型で仮定し、その費用は企業が負担する。

⑧移輸出・移輸入に関わる国内陸上移動費用分、限
界費用から価格がマークアップする。
　RAEM-Light sf の定式化において以下のサフィッ
クスを導入する。
　　地域を表すサフィックス： 
　　財を表すサフィックス： 
１）企業行動モデル
　各地域には生産財ごとに一つの企業が存在するこ
とを想定し、地域iにおいて財mを生産する企業の生
産関数をコブダグラス型で仮定すると以下のように
なる。

　　 ……⑴

ただし、
yim：生産量
Lim：労働投入
Kim：資本投入
αim：分配パラメータ
Aim：効率パラメータ（全要素生産性）

　生産に関する最適化問題は以下のように生産技術
制約下での利潤最大化行動となる。なおRAEM-
Light sfでは、港湾との交易に関する交通費用を固
定費用として扱う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑵
　　 
ただし、
wi：賃金率
r：資本レント
qim：生産者価格
Ekim：移輸出される財
Ikim：移輸入される財
ψkimtkjm：移輸出、移輸入１単位あたりの交通抵抗費用

　上式より、生産要素需要関数Lim，Kimと生産者価格
qimが、限界費用に生産一単位当たりの固定費用を加
えた形で定義できる。なお⑸式の右辺第2項が、 
RAEM-Light sfで考慮した港湾取扱貨物の物流コス
トになる。

I∈｛1,2,Λ,i,Λ,k,I｝
M∈｛1,2,Λ,m,Λ,M｝

yi

m
=Ai

m（Li

m）αi
m

（Ki

m）1－αi
m

max qi

m
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m－wi Li

m－rKi

m－Σψki

m
tki（Eki

m+Iki

m）
k∈I

s.t.yi

m
=Ai

m（Li

m）αi
m

（Ki

m）1－αi
m

　　　　　　　　　　　　…………………………⑶

　　　　　　　　　　　　…………………………⑷

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑸

　　 
ただし、
Mim：財1単位当たりに含まれる港湾取扱貨物輸送コ

スト
Cim：限界費用
γim：マークアップ率

２）家計行動モデル
　各地域には家計が存在し、自己の効用が最大にな
るよう自地域と他地域からの財を消費するとする。
このような家計行動が以下のような所得制約下での
効用最大化問題として定式化できる。家計の行動に
ついては、RAEM-LightとRAEM-Light sfで変更点
はない。

　　　　　　　　　　　　　　　……⑹
　　 　
ただし、
Ui：効用関
xim：財 の消費水準
βi

m：消費の分配パラメータ（ ）
pim：消費者価格
K：資本保有量
T：:総人口（ ）

 ：１人当たりの労働投入量（ ）

　上式より、消費財の需要関数ximが得られる。

　　 
……⑺

３）地域間交易モデル
　Harkerモデルに基づいて、各地域の需要者は消
費者価格 （c.i.f.price）が最小となるような生産地の
組み合わせを購入先として選ぶとする。地域jに住
む需要者が生産地iを購入先として選択したとし、
その誤差項がガンベル分布に従うと仮定すると、そ
の選択確率は次式のLogitモデルで表現できる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑻
　　 

ただし
sijm：購入先選択確率
tijm：交通抵抗（所要時間）
λim，ψim：交易パラメータ

　この選択確率を用いることで財mが地域jから地域
iへ供給される地域間交易量は次のように表される。

　　 　……⑼

ただし
zijm：地域間の財の交易量
Ni：地域人口

　また消費者価格は次の式を満たしている。なお、
次式の（1＋γ）が港湾取扱貨物を考慮したことによ
ってマークアップされた項である。

　　 ……引

４）市場均衡条件式
　RAEM-Light sf では以下の市場均衡条件が成立す
る。なお蔭式の（1＋γ）は、引式と同様に港湾取扱
貨物を考慮したことによってマークアップされた項
である。

sij

m
=

yi

m
exp［－λi

m
qi

m（1+ψi

m
tij

m）］
Σyl

m
exp［－λl

m
ql

m（1+ψl

m
tlj

m）］
l∈I

zij

m
=sij

m
Njxj

m

pj

m
=Σsij

m（1+γi

m）qi

m（1+ψm
tij

m）
i∈I

　
　
　
　　

ただし、
Li：地域iの労働保有量

５）便益の定義
　本モデルでは施策の効果を計測する指標として経
済的効果を等価変分（EV：Equivalent Variation）
を用いて以下のように定義した。便益定義について
は、RAEM-Lightと同様である。

　　　　　　　　　　　　　　……⒂
　　 

　ただし
EVi：１人当たりのEV
0，1：道路整備の有無を表すサフィックス
　４−３　パラメータの設定とモデルの現況再現性
　基準均衡データとして、付加価値、労働・資本投
入量、人口分布、地域間交通所要時間を用いた。ま
た港湾データについては、港湾搬出入額と港湾取扱
貨物コストをTable 2のように設定した。なお産業
分類は簡便化のため３分類（第一次産業、第二次産
業、第三次産業）として集計した。
　分配パラメータαim および効率パラメータAim につい
ては、H12年産業連関表（各県）を用いたキャリブ
レーションにより県別に設定し、地域間交易モデル
におけるパラメータについては、グリッドサーチに
より地域別に推定した。なお、地域間交易モデルの
パラメータ推定にあたっては、H17年道路交通セン
サスODデータを用いた。ただし第三次産業につい
ては、統計情報が存在していないことから、本研究
では地域内交易のみとして、地域間交易は行わない
ものとした。
　以上のパラメータ設定のもとでの本モデルの現況
再現性は、統計上の地域別生産額と本モデルにおけ
るシミュレーション値が相関係数1.0と非常に高い
再現となっている。
　４−４　対象範囲・ネットワーク・港湾
　分析対象範囲は中国・四国地方を中心とした地域
とし、中国・四国地方を二次生活圏でゾーニングし、
その他の関西、九州については二次生活圏をもとに

EVi= liwi+r T
K

e
Ui
0

e
Ui
1

－e
Ui
0
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経常収支均衡 ………⑿

財市場（需要） ………⒀

財市場（供給） 　　…⒁

Table 2　基準均衡データ

出典基準均衡データ
・港湾データ

Ｈ１６年市町村民経済計算。ただし、市町村民経
済計算が存在しない県においては、一次と三
次産業はＨ１６年事業所企業統計調査の従業者数
で検分し、二次産業はＨ１６年工業統計の付加価
値額で検分

vmi （付加価値）

Ｈ１２年産業関連表（各県）の投入係数を地域別
の付加価値に乗じることで算出

Lmi ,Kmi 

（労働と資本の
初期保有量）

Ｈ１７年国勢調査Ni（人口）

Ｄｉｇｉｔａｌ Ｒｏａｄ Ｍａｐ １９００をベースにダイクストラ
法によるゾーン間最短経路探索により算出。所
要時間算出時のリンク旅行速度は、Ｈ１７年道路
交通センサスにおける混雑時旅行速度を使用

tmij （地域間
交通所要時間）

港湾搬出入量に１フレートトンあたりの搬出入
額（総移輸出額／総搬入量、総移輸入額／総搬
出量）を乗じて算出。ただし、総移輸出入額は
産業連関表の移輸出入額に物流センサスの海
運輸送シエアを乗じて算出。また港湾輸出入
額は港湾統計（Ｈ１７／１８陸上出入調査）を使用

港湾搬出入額

地域間輸送コストと港湾地域間輸送コストが
同じものとし、財１単位あたりの輸送コストを
所要時間にロジットバラメータψm

i
 を乗じた値

として設定

港湾取扱貨物
輸送コスト



各県２〜３ゾーン程度に集約し
た。対象とする道路ネットワー
クについては現況はH19年時点
のものとし、将来については高
規格幹線道路ネットワークとし
て計画されている路線を対象と
した。港湾については、港湾統
計（陸上出入貨物調査）におい
て調査対象としている港湾とし
た（Fig.9）。
　4−5　設定するシナリオ条件
と分析結果
１）シナリオ①の設定条件
（Table 3）
　道路ネットワーク整備の効果
を分析する上で、従来の「陸上地域間物流を対象と
したRAEM-Light」と「陸上地域間の物流に港湾取
扱貨物の陸上物流を明示的に考慮したRAEM-Light sf」
による効果（帰着便益）の分布状況の変化を把握す
る。
２）シナリオ①の分析結果
　中国地方と関西地方の一部における各地区のモデ
ル別帰着便益の状況をFig.10に示す。
　まずは両モデルともに、現在計画されている道路
ネットワークによる整備効果は、沿線地域を中心に
帰着していることがわかる。その一方で、広島地区
や関西地方の地区ではマイナスの効果が帰着してい
るが、このことは、広島や関西の地区を取引相手と
していた多くの地区が、道路ネットワーク整備によ
って取引先を多様化させたことで、これらの地区の
生産需要が低下した結果を示している。
　次にモデル間の結果の比較をすると、港湾取扱貨
物の陸上物流を考慮したRAEM-Light sfでは、
RAEM-Lightに対して、山陰側を中心に帰着便益が
拡大していることがわかる。これは山陰地方が港湾
取扱貨物の陸上物流が相対的に広域的でアクセス時
間を要することを反映した結果となっており、山陰

側の地区にとっては、港湾取扱貨物の陸上物流を考
慮したネットワーク整備評価が重要であることを示
している。
　中でも益田地区は、RAEM-Lightでマイナスの便
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Table 3　シナリオ①（道路ネットワーク整備シナリオ）の
　　　　 設定条件

シナリオ設定条件時点

Ｈ１９年の現況道路ネットワーク（ＤＲＭ１９００における基
本道路網）現況

現況道路ネットワークに対して、山陰自動車道、姫路
鳥取線、尾道松江線、東広島・呉自動車道の４路線を
追加したケース

将来

尾道松江線

山陰自動車道山陰自動車道
姫路鳥取線姫路鳥取線

現在の高速道路ネットワーク
将来の高速道路ネットワーク
その他のネットワーク
港湾

山陰自動車道

東広島呉道路東広島呉道路

Fig. 9　対象とする道路ネットワークと港湾
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Fig. 10　シナリオ①の分析結果：帰着便益の分布状況



益が帰着していたのに対して、RAEM-Light sf では
プラスの便益が帰着している。RAEM-Lightで便益
がマイナスになる要因は、益田地区の通常の陸上地
域間の物流が、隣接する浜田地区および萩地区と多
くなされていたのに対して、道路ネットワーク（山
陰自動車道）整備によって、浜田地区は松江方面、
萩地区は下関方面へ交易取引がシフトしたことによ
り、益田地区の生産需要が低下したことによるもの
である。しかしそれに対してRAEM-Light sf では、
益田地区の港湾取扱貨物の陸上物流がTable 1でも
示したように境港への広域物流が多いことから、こ
の物流を考慮した場合、道路ネットワーク整備によ
る益田地区への帰着便益がプラスに転じるという結
果になっている。

　また、山陰側の地区以外にも広島地区、岡山地区、
神戸・大阪地区などの大都市圏においてもRAEM- 
Lightに対してRAEM-Light sf で便益が増加してい
る。この現象は上述の山陰側の地区とは異なってい
る。大都市圏地区の港湾取扱貨物の取引先は、主に
自地区内の港湾であり、その間の道路ネットワーク
整備も本シナリオには入れていないため、直接的に
は港湾取扱貨物の陸上物流に対する時間短縮効果に
よる増加ではない。しかし大都市圏地区は、多くの
生産・消費を担っていることから、陸上地域間の物
流上、山陰側の地区と一定の取引関係にある。その
ため、この結果は、山陰側の港湾取扱貨物考慮によ
る便益の向上が、陸上地域間の物流を介してこれら
の地区にスピルオーバーした結果であることを示し
ている。
　最後に、RAEM-Lightに対してRAEM-Light sf に
おいて便益が縮小している呉地区および福山地区は、
上述の広島・岡山地区と同様に、自地区内の港湾と
の取引が非常に多い地区である一方で、陸上地域間
の物流上は、山陰側と密接な関係にある地区ではな
い。そのため、RAEM-Light sf において港湾取扱貨
物の陸上物流に関わる物流コストを負荷したことに
よって便益が縮小したといえる。
　以上をまとめると、RAEM-Light sf において従来
は考慮できていない港湾取扱貨物の陸上物流を明示
的に考慮することで、特に山陰側のように港湾アク
セスに多くの時間を要する地区にとっては従来計測
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Table 4　シナリオ②（道路ネットワーク整備＋港湾取扱貨物
増加シナリオ）の設定条件

シナリオ設定条件時点

・Ｈ１９年の現況道路ネットワーク
　（ＤＲＭ１９００における基本道路網）
・港湾取扱貨物量は、Ｈ１７／１８陸上出入貨物調査結果

現況

・現況道路ネットワークに対して、山陰自動車道、姫
路鳥取線、尾道松江線、東広島・呉自動車道の４路
線を追加したネットワークをベースに以下の港湾の
取扱貨物量をそれぞれ増加したシナリオを設定

　　ベースケース：港湾の取引変化なし
　　ケース１：境港港の取引増加
　　ケース２：神戸港・大阪港の取引増加
　ただし取引増加額は、現況の取引量に対して４倍
（過去２０年間のわが国の貿易取引増加量）の増加を想
定

将来
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Fig. 11　シナリオ②・ケース１の分析結果：帰着便益の分布状況



できていない便益を追加的に計測可能になることを
示した。このRAEM-Light sf をベースにして、次の
シナリオ分析では、港湾の取扱貨物量が増加した際
にどのような便益の変化がおきるのかについて分析
を行う。
３）シナリオ②の設定条件（Table 4）
　本シナリオでは、RAEM-Light sf を用いてシナリ
オ①と同様の将来道路ネットワーク整備に加えて、
境港、神戸港および大阪港の港湾の取扱貨物量が増
加した場合にその影響が背後圏へどのように波及す
るのかについて分析を行う。
４）シナリオ②の分析結果
　まずケース1（境港港の取引増加）の分析結果
（Fig.11） であるが、Table 1でも整理したように、山
陰側の地区にとって境港の存在は大きいため、道路
ネットワーク整備にあわせて境港の港湾取扱貨物が
増加することは、山陰側の多くの地区にとって便益
が向上する結果となっている。
　便益の向上度合いで見ると、境港に対する時間短
縮効果の大きい地区である益田地区や浜田地区の伸
びが顕著である。鳥取地区についても山陰自動車道
整備による時間短縮効果が大きいが、Table 1でも
示したように主な取引先が 大阪港であることから、
そこまで大きな変化は見られない。
　一方、出雲地区については便益の変化がない結果
になっている。これはすでに山陰自動車道がある程
度供用されており、境港との時間短縮効果が少ない
ため生じている。また同様に、山陰自動車道が供用
している区間である松江地区および米子地区におい
ても境港への時間短縮効果は少なくなるが、両地区
においては便益が向上する結果となっている。この
現象は両地区が山陰側の交易の中心を担う地区であ
り、山陰側の他地区の影響（例えば大田地区、倉吉
地区などにおける港湾取扱貨物量増加による便益向
上）が陸上地域間の物流を介して影響していること
を示している。
　次にケース２（神戸港・大阪港の取引増加）であ
るが（Fig.12）、鳥取地区が大阪港への依存度が高い
ことから、姫路鳥取線の供用によって港湾取扱貨物
の陸上輸送が効率化され、便益が向上する結果とな
っている。その一方で、神戸、大阪地区においても
便益の向上が見られるが、この影響は鳥取地区での
港湾取扱貨物の陸上輸送効率化によるプラスのイン
パクトが陸上地域間の物流を介してスピルオーバー
した結果であり、直接的に道路ネットワーク整備を

行っていない関西方面へも効果が波及していること
がわかる。
　以上より、道路ネットワーク整備の評価にあたっ
て港湾取扱貨物の陸上物流を考慮した分析を行うこ
とで、今後の貿易環境の変化が、道路ネットワーク
整備の効果を通して、背後圏の地域経済に空間的に
どのような影響を及ぼすのかを明確にした。
５）算出結果の解釈
　なお、上述の算出結果を解釈する上での前提条件
を以下に示す。
⑴道路ネットワーク整備による物流活動の変化を表
現しているため、人流の変化（例えば観光行動の
変化など）は考慮していない。

⑵第一次産業および第二次産業の交易変化のみを対
象にしており、第三次産業の交易変化による影響
は考慮していない。

⑶労働者の就業先はすべて地区内としており、通勤
移動は加味していない。つまり、居住地と従業地
は同地区内にあるものとしている。しかし生活圏
単位で地区をゾーニングしていることから、地区
を越えた通勤行動は多くないものと考えられる。

⑷本モデルは静学モデルであるため、評価結果はあ
る一時点でのwith-without分析であり、経済成長、
人口変化・移動などの動学的な要素は考慮してい
ない。つまり算出結果は、動学的な社会経済変化
の影響を排除した各道路ネットワーク体系別の整
備効果である。

⑸本研究での政策シナリオは道路ネットワーク整備
のみであるため、その他の社会資本整備（港湾な
ど）との複合的な関係性は明示化していない。

⑹中間投入財は考慮していない。なお中間投入財を
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Fig. 12　シナリオ②・ケース２の分析結果：帰着便益の
　　　　 分布状況



考慮したRAEM-Lightは別途検討しており、今後、
両モデルを融合させていく必要がある。
⑺道路ネットワーク整備に伴う荷主の港湾取引先の
選択変化はないものとしている。

　５．まとめ

　本稿では、港湾と背後圏の物流を通じた経済的関
係性を明示的に表現できるモデルを用いることで、
道路ネットワーク整備にあわせて、港湾取扱貨物量
が変化した場合に、背後圏にどのような影響が及ぼ
されるかを分析した。
　その結果、相対的に港湾拠点の少ない山陰側の地
域にとっては、港湾取扱貨物の陸上物流が広域的で
あることから所要時間を多く要する現状にあり、背
後圏の道路ネットワーク整備は港湾取引における経
済価値を山陰側の地区全体に効率的に伝播させる役
割を担っていることを明確にした。このことは今後
の東アジア経済の成長を中国地方内の各地域にバラ
ンスよく帰着させることを検討する際に重要な分析
視点になると言える。

　なお本稿で示したRAEM-Lightに関する最新の情
報 は、RAEM-Light Committee Official Homepage 
（http://www.raem-light.jp/）をご覧頂きたい。
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